
  

 
  

 
 

 
 
 
 

 建設協力金を受領してテナントビルを建設した場合 

Ｑ：私は、所有する土地の上に賃貸ビルを

建設しましたが、建設資金はテナントから受

け取った建設協力金を充当しました。 

 この建設協力金は無利息で、２０年間で均

等に償還し、月々の賃貸料と相殺されること

ととなっています。この場合、無利息で建設

協力金を受領したことによって、私は利益を

受けたとみさなれて、所得税が課されるので

しょうか？ また、毎月の賃貸料は、償還金

を差引いた後の金額で計上していいですか？  

 

Ａ：無利息で建設協力金の提供を受けたこ

とについては、課税はされませんが、賃貸料

の計上については、償還金額を相殺される前

の総額を、収入金額とする必要があります。 

【解説】 

 通常、無利息で保証金などを預かった場合

は、利息相当額の経済的利益を受けているこ

ととされ、所得税が課されます。 

 しかし、預かった保証金などを賃貸ビルの

建設資金に充てるような場合は、借入金によ

り資金調達したときと比べ、支払利息分だけ

所得の金額が多く計上されることになります。 

 このことから、建設協力金を無利息で受領

したことに対する経済的利益には、所得税は 

課税されないこととされています。 

 次に、毎月の賃貸料ですが、償還金と相殺

することになっている場合でも、償還金を差

引く前の賃貸料の総額を収入金額として計上

しなければなりません。なおこの場合の、償

還金は、不動産所得の必要経費に算入できま

せんのでご注意下さい。 

Ｒ Ｅ Ｄ Ａ Ｓ   Ａ
リ ー ダ ァ ス ク ラ ブ

 

１９９４年 １月 ６日 創 刊 ・毎 日 発 行  

リ ー ダ ァ ス ク ラ ブ Ｆ Ａ Ｘ ニ ュ ー ス  

（２００３年）平成１５年  木曜日  月９   １ 日  ８ 

発行所 株式会社 
大阪市中央区平野町３－１－１０  
編集発行人：税理士 三輪 厚二  

Tel  ：06-6209-7678

Fax ：06-6209-8145ＦＰシミュレション― 

第 

２ ３ ８ ２  

号 


